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資本所得課税 と超過負担問題一(1)
西 野 萬 里
は じ め に
A.Cハ ーバー ガ…は,周 知の よ うに一般均衡分析 の手法で法人所得税 の 帰
着を解 明 し,伝 統 的な租税 帰着論の潮流に一石 を投 じ,大 きな波紋をひきお こ
した。 これは資本所得課税 の所得分配へ の影響に関連 した ものであったが,か
れは さらに,こ の税の経済効率 におよぼす影響に も注 目した。
後者は租税の超過 負担問題 としてしば しば議論 されてきてお り,最 適課 税の
究 明や租税帰着問題の解 明に深い かかわ りを もってい る。
本稿 のパ ー ト1では,ハーバ ーガーの問題提起を出発点 として,租税帰着 との
関係 を知 る手がか りとして,資 本課税の超過負担 とは何 かを明 らかにす るが,
両者 の関連や資本課税の最適性についてはパー トfiVCおいて論ず る予定で ある。
1.資 本所得課税の2効 果
ハーバー ガーは,1962年の論文 〔7〕で,課 税部門(X)と非課税部門(Y)の
労働 ・資 本問の代替弾力性(Sx),(8y)が同一 で,さ らに両部門の最終財の問
の代替弾力性(γ)の 値 もこれ に等 しい とき,課 税部門の資本所得に賦 課 され
た租税は,す べて資本の うえに落下す る と結論 してい る。つ ま り,Sx=SY=V
であ るか ぎ り,そ の共通値 の水準にかかわ りな く,租税 負担は課税対象の生産
要素に かかる と。
一方ハーバー ガーは,同 じ租税 の経済効 率へ の影響が,こ れ らの弾力性 の水
準に依存 して異な るとみて,資 本課税の租税帰着効果 と経済効率効果 との間に

























この よ うに非一般的資本課税は,分 配効果 と効率効果 とを もつが,ハ ーバー
ガーは前者が3つ の弾 力性 の共通値の水準に依存しないのに対 して,後 者 が弾
力性 の値に依存す る ことか ら,両 者 の間には関連性を見出せ ない としてい る。





模索してい る。 まず租税が導入 され る前には,資 源配分は効率的であ り社会厚
生は最大値を とってい ることが仮定 され る。 い ま厚生 の指標 をWと し,こ れ
を租税 ベ ク トルTの 関数 とすれ ば(W=W(T)),こ の ことは,
VVm、x=W(0)(1)
で表わ され る。










との間には,明 らかに格差 が現われる。 この格差t.rは,




これ と並行して資源配分 の非効率化が進行 し,経 済は ・
厚生上の損失を蒙 ることになる。 この損失 は効率費用 とも呼び うるもので,課
税 のために失われ る潜 在的産 出高 または総所得で測 られ る。 したがって,両 部
門間の資本価格 の格差t.rtc,資本移動分dKxを 乗 じた ものが,こ の厚 生 損
失dWLの 大 きさに相 当す る といえ るであろ う。つ ま り
dW「L==rtr・dKx(4)
ハーバーガーは グラフで この厚生損失を示 しているが,こ こでは,マ クルー
ア=サ ース クの アレソジに よる,よ り明解な図を用 いて説明 してみ よう③。
経済がX,Yの2部 門 のみか らな り,Xを 法人部 門,yを 非法人部 門 とす
る。縦軸 に資本価格rを,横 軸に資本ス トックKを とり横軸の長 さで 有 限 の
資本量を表わす と,Oxを 原点 としたX部 門の資本需要 曲線XXと,Oyを 原
点 としたY部 門の資本需要 曲線YYが 描 かれ る。 課税前の均衡点E点 では,



















一税 が導入 され ると,当 部 門の税
引収益率 は低下 し,資 本需要 曲線
rEは,X'x'の位置に低下す るで あ
「Fろ う。 か くてKε1ζF量の資本 が,
X部 門からY部 門へ移動す る。
単位当 り資本税を想定すれば,第
1図のEHが 資本単位 当 りの税額
OYに 相当 し,こ れ とG∬ が等 し くな
OxKF対OγKFとな り,資 本
この場 合の厚生損失 ない し効率費用は,三 角形EIFrGの面積に相当する。資
本税 の導入前 に,K.KF単位 の資本 がX部 門で獲得 したはずの資本 収 益 は,
四辺形GEKεKFに相 当す るのにたい して,租 税導入後にY部 門で得 られ る収
益は,四 辺形FEjKEKFにす ぎず,両 者の差であ る三角形EFGが 失われ るか
らであ る。
この厚生損失を ∠WLと 置 いて簡単 に定式化すれば,
AVVL==AEFG・=taK(r・一一r・)(5)
となる。 単位当 り資本税 の前提の もとでは,㈲ 式 の右辺 の(rG-rF)は,資本










既存資本税が プラスの場合を考慮すれば,ハ ーバーガーの この 転 は ∠彦κに
修正 され なければならない。つ まり,㈲ 式は
Avv・=一}AK(t・一・・・)一丁4K・4'・(6)t
(ただし,tKlは前期の資本税を,tx2は今期のそれを表わす)
となるべきであろ う。 これは既存税tκ、=oと置けば,ハ ー-C-"ガーの{6)式に
そ のまま一致する。
ハーバー ガーは後の論文 〔9〕において,U.S.で1953年か ら1959年までの期
間に,法 人部門の資本の差別課税に よって発生 した厚生損失を考察 し,年 平均
で約20億ドルに達 している と推計 してい る鴨
(b)
バレソタイン=エ リス(J.G.Ba!lentine&1.Eris)〔3〕は,ハ ーバー ガー ・モ
デルの初期条件が 「ゼ ロの既存税」 とい う仮定を含む点 に注 目する。 この条件
のもとでは,租 税に よる実質所得の損失 の影響 が脱落す るからであ る。 かれ ら
は ハーバーガーのモデルの記 号法 を用い て,2財X,Yの 価格 をPx,Py,資本
サ ー ヴィスの価格をrと 置 き,労 働賃金を ニ ュメレール として,X部 門にたい
して オ.の資本所得税率をもつ経済を考察す る。
X財 にたいす る需要式をみ ると,ハfバ ーガーの場合には
祭 一E・d(五Px)/(姦)-E(dPx--dPy)
(ただし,.EはX財にたいする需要の価格弾力性を表わす)
となるが,バ レンタイン εエ リスの場合 には
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のみを含む のにたい して,(9)式は所得効果を も含 んでいる。 この差異は初期条
件において,前 者がt,=・O,つま り既存の資本課税 なしの仮定をお くの に た い
して,後 者がtr>0を想定す ることか らきてい る。
所得効果は,(9)式右 辺の斐(r・.'dK・)で劾 され てい るが・rtrは・X部
門の資本の限界生産物r(1+t.)と,Y部門の資本の限界生産物rと の差にほ
かならない。資本が生産効率 の高 いX部 門から,低 いy部 門へ ∠Kxまたは
dKxだけ移動す るとき,こ れに生産効率の低下 分rtrを乗 じた分,rtr・dKxだ
け,経 済は実質所得を失 うであろ う。tr=0の場合 には,両 部門の資本 の 限 界
生産物は ともに ヂであ り,所 得効果は無視 してさしつかえない。
同じ問題 について,ラ ジテ ィ=シ ョウム(R.A.Ratti&P.Shome)〔14〕も,
tK≧0の範囲を対 象 として,需 要式 をつ ぎの よ うに表わ している。
芋 一E(dP。一一dP。)+警…dK・(1・)
噸 の警 ズ鵡 は 課税の非解 からもたらされた実醐 得の減少による・
X財 需要の低下率であ る。txはX部 門 とY部 門 の資本の限界生産物の差 であ
るか ら,tκ・dKxは差別 的資本課税の効率費用 とみなし うる。
(c)
アン ダ・一一ス ン=バ レソタイソ(B.Anderson&J.G.Ballentine)〔1〕は,ハ ー
バー ガー ・モデルに不完全競争条件を導入す る と,課 税の効率損失が直接的に
現出す るばか りでな く,さ らに不完全競争 自体 の非効率 も間接的に一層悪化す
ると主張す る。前者 の原因は直接的超過負担,後 者のそれは間接的超過 負担 と
よばれてい る。
その需要式はつ ぎの ようであ る。
芋 一E(dP。-dP・)+貴(d・-XdPx-w)(11)







となる。 ここでは,'.の税率 の法人所得税が法人部門 と非法人部門の資本 コス
トの間に,rtrのくさびを打ち込む。そ の結果,dKxの 資本が法人部門から流
出 し,rtr・41ζxに相当す る実質所得 の低下をひきお こす ことが知 られ る。
詰 鵡 価格と限顯 用の差であり・畑 占的価格設定がなされる際に生
じ・dXの産出高の減少にともな弧 頬 所得を{陽・dXだけ低下させる・
⑫ 式の右辺第1項 は,ア ンダース ン=バ レソタイソの直接的超過 負担 に,第
2項は間接的超過負担に対応 している。前者は租税 のもた らした生産性格差 と
その調整のため の資本移動 から生 じた ロスを,後 者 はすでに不 完全競争下でみ
られ た非効率要因{6}の,租税刺激に よる一層 の悪化を意味 している。
(d)
マ クルーア(C.EMcLure,Jr.)〔10〕は,バ ー・ミー ガーの分析を高 く評 価 し
ながら も,そ の特異の想定一 既存税ゼ ロ(つまり初期条件においては租税による
歪み(distortion)が存在しない)の 仮定,お よび微 小な租税の導入 の前提一 は,
無税 の世 界に無限小の租税 を導入す る場合 にだけ妥当す るものであ り,極 めて
非 現実的である と批判す る。
かれはX部 門,y部 門の資本にかかる租税,壊,tKと,X財,Y財 にかか
る消費税TX,TYを 同時に考察 して,t2>桜お よびTX>TYの ときの超過 負
担 を,つ ぎの よ うに表わ している。 ノ
∠11]VL==(t蓬一tl)dKxl-(TX-Ty)dX(13)
また グラフに よって消費税 の超過負担 を,明 快 に示 してい る。い ま費用一定
のX産 業を想定 し,消 費税の導入 お よびそ の後の増税 の影響 を考察す る。 第2
図に示 されている よ うに,縦 軸,横 軸にX財 の価 格 と需 ・給 量 を と り,需 要
曲線DI)と,課 税前 の供給曲線 ぷ。S。が まず 与え られ る。
ここに産 出量単位 当 りTfの 消費税が導入 され る と,SoSoはS、8、ヘ シ フ ト






























し,均 衡 点は αか ら ●へ とかわ る
であ ろ う。 つ ま り,価 格 と産 出高
は,Po,Qoから,Pi,Oiへと変 化
す る。 この プ ロセ ス にお い て発 生
す る超過 負担 は,図 の三 角形abc





上 げられ ると,供 給曲線はS2S2









で示 され る。(17)式の右辺第1項 は,既 存税 の非効率の,増 税に よる悪 化 分
であ り,第2項 は増 税 自体 の超過 負担分に相当す る。
著者は ここで,マ クルー アの以上 の よ うな解説を ヒソ トに,資 本課税 の超過
負担 にかんす るハーバーガー とそ のほかのエ コノ ミス トたち一 アソダースン,
バ レンタイン,エ リス,マ クルーア,ラ ッテ ィ,シ ョー ムら一 の差異を明ら
かに してみ よ う。
ハーパー ガーの用いた第1図 が,資 本課税 の超過負担を みるのに便利であ る。
い ま,生 産 効率の高いX産 業 と,低 いY産 業を想定 し,そ れぞれ の資本の限
界生産物曲線ない し資本需要曲線が,第3図 のXeX。,Y。Yoで与え られ る とし
(749)
よ う。 これは租税 が存在 しない場
合であ り,均 衡点は α点で示 され
る。X,γ 部門へ の資本配分を決
定す る点 はKaで あ る。
ここにX部 門の資本 に対す る単
位 当 り オ鑑 の税が導入 され ると,
その税引収益率は低下 して,資 本












資本配分点はK◆ に決定す る。 図から明らかな
この資本移動は効率的部 門から非効率的部 門に 向けて生ず るから,厚
生損失 ない し効率費用 が発生 し,そ れはち ょうど,図 の三角形abdの面積に等
しい。 これ は既存税 ゼ ロの ケースであるか ら,ハ ーバー ガーの超過 負担に相当
す る。
つ ぎに資本税が 磁1か ら オ鮎 へ4畷 だけ引 き上げ られ る とStぷXiはX2×2
の位置に シフ トし,超 過 負担は,四 辺形4bげ の面 積に相当す る分 だけ 増 大 す
る。 この うち,既 存税に よる効率上のゆがみが,増 税で一 層強め られ る ことか
ら生ず る追加的超過 負担 は,四 辺形dbefで表わ され る。
ハーバーガーは既存税 をゼ ロと仮定 した結果,こ の超過 負担を見逃 した もの




となる。 第1項 はハーバ ーガーの超過 負担 を一般化 した もの,第2項 はバ レン
タイソ,ア ン ダースン,エ リス,マ クルー アらの指摘す る既存税を原 因 とす る
超過負担 である。








OX 、X、TX内 側 にシ フ トす るで あ ろ う。
れ るよ うな無差別曲線が与 え られ るなら,A点 の よ うな最終 消費点が選ばれ る
か もしれない。 この点は しかしなが ら,2種 類 の歪みを含 んでい る。 第1は 変
形 曲線の内側へのシ フ トで表わ され るよ うな生産効率上の歪み,第2はA点 で
の限界代替率 と限界変形率の不一致 にみ られ る,消 費選択上ない し資源配分上
の歪みであ る。
筆者 の理解に よれば,課 税前の状態 がパ レー ト・オ プテ ィマム条件をみたす
.E点のよ うな点に あ った とす ると,課 税後 には消費選好の変化に よって需 要が
X財 か らY財 に シフ トし,こ れを反映 して資源はX部 門か ら流 出して,y部
門へ と流入す る。 グラフでは この ことがE点 からA点 へ のシフ ト,あ るいは
X財 産出高のXEか らX.へ の低下 と,Y財 のY.か らYAへ の増大 として示
され るであろ う。
次節 でみ る異時点問の ミス ・ア ロケイシ ョンに よる厚生損失の とらえ方は,
消費選 好上 の歪みに着 目した この よ うな マ クルー アの立場の延長線上にあ ると
いえ よ う。
(750)
マ クルーアは また,差 別的要 素税が生
産効 率上 の歪みに加えて,消 費選択上の
歪 みを ももた らす と指摘 している。 第4
図に描 かれ てい るTTは,生 産可変 フロ
ソテ ィア曲線ない し変 形 曲 線 で あ る。
(縦軸にY財 の産出高ないし消費量,横 軸に
X財 の産出高ないし消費量をとってある。)
た とえば資本課税の導 入の結果,Tτ は
当初 の実線の位置から破線の位 置へ と,
1Zで示 さ
3.時 点間の ミス ・アロケイシ ョンと超過 負担
「租 税 の 貯蓄 へ の影 響 が存 在 し ない か ぎ り,課 税 に よる厚 生 損 失 は 発 生 し な
い 」 とい う従来 か ら の見 解(7)に,フェル ドシ ュ タイ ン(MFeldstein)〔6〕は,
(751)資 本所得課税と超過負担問題一(1)85
疑 問を投げかけ る。 かれ は人 口や1人 当 り所 得成 長率が一定 で貯蓄が存在 しな
い定常状態において さえ も,資 本課税は厚生損失 をひ き起 こす可能性 があると
主張す る。 それは,厚 生損失,厚 生費用 の真 の原 因が,貯 蓄 の歪みでは な く,
現在 消費 と将 来消費 の配分 の歪みに あるとみてい るか らである。
この点を 明らかにす るために,現 在貯蓄(Sα)は,将来消費(Cβ)を購 入 す
るための現在支 出であ り,将 来消費 の価 格(pβ)一 税 引利子 率 ヂ(1-tr)と逆
の 方 向に動 く一 の下落 とともに増 大す る とし よ う。つ ま り
C・一夢(19)
を得 る。09式からCβ の増 大はPPの 下落(ないし税引収益率の上昇)に よって起
こ りうるか ら,必 ず し もSαの増大 を必要条件 としない ことがわか る。PPの下
落 の度合に よっては,Cβの増大 が ぷαの低下 を ともな って生ず る可能性 もある。
課 税の影響は,こ の ようにた とえ貯蓄にたい して現われな くて も,将 来消費
にたい して現われ るが,そ れは納税 の タイ ミン グの変化を通 じて,現 在消費 と
将 来消費の代 替率を変更 させ ることに よる。
い ま,あ る消費者の生涯 消費 にかんす る効用関数を考え よ う。 かれ の生涯を
労働期 間に対応す る第1期 と,退 職後 の期間に対応す る第2期 に分け,そ れぞ
れ の期 間の消費をCa,Cβとし,労 働ない し消費財 と代替 され るレジ ャー 財 を
Cλとしよ う。す ると,か れ の生涯 消費の効用関数Uは
u=ec(Cα,Cβ,α)(20)
と表わ され る。




を得 る。第2期 の消費は,第1期 の貯蓄で賄われ なければな らないので
CP=S"(1+r)(22)
とな る。倒,⑳ 式 から得 られ る予算制約式は








で あ る。 こ こに税 率 診.の資 本所 得
税 が導 入 され る と,2X式は,
Cβ=Sα〔1十r(1-tr)〕(24)
とな り,課 税 後 の予 算 制 約 式 は.
Ca+、+纂 一ρ 一L(25)
と な る。
これ を グ ラ フに描 い て,課 税 後
[1+r(1-t・)}に現 在 お よび 将 来へ の 消費 配 分 力㍉
ONANBCα いかに歪め られ る か を み て み よ
う⑧。
縦軸にCβ,横軸にCαを と り,課 税前 と課税後の予算制約式を示す と,
Cβ=(1十r)(xvL--Cα)(26)
Cβ={1十r(1-tr)}(xvL-Ca)(27)
となるか ら,第5図 のMムN.とM.N.を 得 る⑨。 現在消費 と将 来消費 の無差
別曲線 ∬ が与え られ る と,こ の個人 の最適点は,課 税前にはA点,課 税後に
はB点 であ ることがわか る。 図か ら,資本所得税 の導入に よって異時点間の消
費選択が,現 在消費に傾 斜す ることが容易に読み とれ る。 この ことは,資 本所
得税が将来消費 の価格を相対的に 高め,現 在消費 の価格を低下 させ る結果 であ
ると考えられ る。
ノ1点からB点 への移行は,個 人に とっては,1単 位 のCα の増大が{1+(1
--t,)r}単位 のCβを失 わせ る こと,し か しCaと ぴ の消費 から もた らされ る
効用が2点 間で同一で あることを意味す る。 ところが,社 会的には,1単 位の
Cαの増 大が(1+r)単位 のCβを犠牲にす ることを意味 してい る。
フ ェル ドシ ュタイソは,こ の現在 と将来 の消費代替率の変更に ともな う厚生
損失を,ハ ーバーガー流に グ ラフで示 し,こ れ に基づいて定式化 してい る。
ある個人が,現 在は貯蓄 しT年 後 に負の貯蓄を行な うもの とすれば,資 本所
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とな り,資 本 所 得 税 の影 響 が ない 場 合 の
価 格 パ は
P9=e-「T(29)
とな る。





















これ までの議論か ら,資 本課税 の超過 負担には,(i)非一般的資本税 の導入な
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い し増税の結果生ず る,部 門聞の ミス ・ア ロケィシ ョンを原因 とす るもの と,
(ii)資本課税に よる消費 の時間選好の歪み のために生ず る,時 点間の ミス ・ア ロ
ケ イシ ョンを原因 とす るもののあることがわ かった。
前者のωは,生 産効率上,格 差のあ る課税部門か ら非課税部門への資本移動
に よって生 じ,そ の大 きさは
dvv・-Srdt.・dK+・…4K「 話 ・・dX (31)
で表わ され る。鋤式 の右辺 の第1項 は,増 税(ま たは新税導入)の もた らす超過



















超過 負担 の総体は,フ ェル ドシ ュタインも指摘す るよ うに,こ れ ら2つ の単
なる合計に よっては把握 されない として も,部 門間 と時点問の ミス ・ア ロケイ
シ ョンの両者を原因 とす る点を理解す るのは無意味 ではない。
ハーバー ガーは,資 本課税の 「帰着効果」 と,「経済効 率効 果」 とが,無 関
係である と見た。そ の根拠は,帰 着がSx,Sy,Vの3つ の弾力性 の共通値 の
水準に依存 しない のに対 して,効 率効果 の程度が,こ れ に依存す る点 に求め ら
れてい る。
ラ ッテ ィ=シ ョウムはハーバー ガーの この主張を,既 存税がゼ ロの場合にだ
け支持で きるとし,よ り一般的 ケースー 既存税が プ ラスで,そ の増税が行な
われ る一 について検討 してい る。








している・い 一・の場合蹴 ψ・一(云 缶 ・殿 なって一一バーガーの
見解 と一致す るか ら,B2式はt=0の ケースを含む一般式 といえる。
閲式には,分 子 の第2項tl=t'dKxとい う効率費用を示す項が含 まれ てい る。
この ことは帰 着尺度 としての資本価格の変化,ψ κが,租 税 の効率効果を も包
含 してい ることを意味す る。
ラッテ ィ=シ ョウムは,働 式の よ うな100%の資本税負担 の理論式 のほかに,
t>0の条件 で修正 したハーバ ・ー一・ガーの体系 から,帰 着尺 度,dPκを導出 してい
る。体 系の修正は ①x財 の需要式(ハ ーバーガーのΦ式),②X部 門の要素比率









・・9K-(1+剛告 乏)-Sy(1一瓢)一 ・1+・)Sx(讐・磨)+(1+蝋 磐 ・鴫)'dt
(36)
(ただし,mはX財 の限界消費性向を示す)
ここに含ま描 誓 鵡 という輪 税の非効率か姓 じた難 所得の減少
に よるX財 需要 の変化率を表わ してい る。
か くして,ラ ッテ ィ=シ ョウムは,資 本課税の帰着効果 と効率効果は,t>0
の場 合には,も はや分離可能ではない とい う結論に達す る。 この ことが租税帰
着論に とって極めて主要な問題提起であ ることは,論 をまた ないであろ う。
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いかなる尺度を採用す る とき,こ の2つ の効果 を分離で きるのか,あ るいは
分離 できない場 合に,帰 着 と効率問題をいかに とらえるべ きなのか とい う問題
は,今 後 の研究課題 としたい。
時点間の ミス ・ア ロケイシ ョンに よる超過負担は乳一層長期 の帰着効果 と対
応 させて考察すぺ きで あろ う。 だが現在 までの ところ,フ ェル ドシ ュタィンの
議論 とかみ合 う帰 着分析を見出す のは困難に思われ る。 この問題 も今後 の研究
に残 され る。
本稿では,資 本課税 の超過負担 問題だけを便宜上 と りあげたが,超 過 負担は
租税政策に強い影響 を及ぼす傾 向が あるか ら,慎 重に取 り扱われ なけれ ばな ら
.ない。本来は差 別的超過負担ない しは,異 な る租税 の超過負担 の差異 の問題 と
して考察すべ きであろ う。 次稿では この方法を とって,資 本課 税の最適性を検
討 したい と考 えてい る。
(DACHarberger〔7〕 に よ る 。 また,こ れ を 紹 介 ・解 説 し た もの と し て 拙 稿 〔12〕参 照 。
②A.CHarberger〔8〕 お よび 〔9〕参 照 。
(3)C.H.M・Lδ・e瓦&W.R.Thi,,k〔11〕 に よ る。
{4)A。CHarberger〔9〕に よ る。
(・)願の価格弾力性を・と置くと,稠 極大条燃 芸 一血(i+i)とな・(ただし・・ぱ
肱 器 ・・限界費賊 劾 軌A・ders・n-・・11・n・…,…m…1i・ 流に ・を蝶 の醐
的需要曲織 ご対応する弾力性とみる。また代表的企業の主観的需要曲線一 当該企業の価格設定
に他企業が反応しない場合の価格 ・産出高期待一 の弾力性は,η と安定的な関係にあり,これ
に比例するとしてβηで表わしている。β=1のとき,代表的企業は独占者のように行動し,β=。
なら競鰭 の・うに働 す・・かくば 上の利潤極大条件鵡 芸 一ρ・(・+☆)となり・
・れと価aSの猷 音 鍵 な・・(B・IA・d・…n&JG.B・11・h・… 〔1〕・16・参照・)
(6)限界 費 用 と価 格 の 不 一一致(MC≠ ♪)の た め に,需 要 した が っ て 産 出 水 準 が 最 適 水 準 以 下 に 抑 制
され る状 態,つ ま りパ レー ト最 適 条 件 の 不 成 立 に よ る 資 源 配 分 上 の 非 効 率 を 意 味 し て い る 。
(7)た と え ば,ACHarberger,Taxation,ResourceAIIocationandWelfare,エDue(ed.)
TheRotee∫1)irectandlndirectTaxes切theFederalRevenueSystem,1964.
(8)こ こで 用 い た 式 の 表 現 法 は,A.B.Atk三nson&A.Sandmo〔2〕 お よ び 小 椋 正 立 〔13〕か ら
ヒ ン トを 得 て い る 。
⑨ グ ラ フは 小 椋 正 立 〔13〕第2章 に よ る 。
ao)M.Feldstein〔6〕p35.
aDA,C,Harberger〔7〕,また は 拙 稿 〔12〕P.130参照 。 、
(757) 資本所得課税と超過負担問題 (1) 91
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